
 留意事項  

 

⑴ 地区の運営経費に対する補助ではありません。 

⑵ 地区の事業の中で、町の補助等があるものは、

まちづくり推進事業補助の対象となりません。 

◆地区集会施設の新設・大規模改修 

→自治公民館等建設費整備費補助（生涯学習Ｇ） 

◆地区敬老会 

→敬老会補助金（福祉子育て支援Ｇ） 

◆消防施設整備 

→消防施設設備設置補助（危機管理Ｇ） 

◆ごみ集積所設置 

→ごみ集積所設置補助（住民Ｇ） 

⑶ 村社、地蔵尊等の祭典は、氏子、講中等が行う

べきものであり、まちづくり推進事業補助にはなじ

まないことから、補助の対象とはなりません。 

中山町まちづくり推進事業補助金について 

令和 5年 4月 

１．趣旨・目的                                                               

 地域の住民の自主的なまちづくり及び町と地域の住民との協働によるまちづくりを推進するため、自治会・自主防災会等が行う事業に対して、

予算の範囲内において補助金を交付します。 

 

２．事業主体及び支援内容                                                         

 事業主体等及び支援内容は、次の表のとおりとなります。 

 

事業の主体等 対象事業 支援補助率等 限度額 

①町内の自治組織である区及び

複数の区により組織された自治

会組織 

⑴地域の環境整備等まちづくりに寄与する事業 ３／４以内 ２０万円 

⑵地域の交流活動の促進に寄与する事業 ２／３以内 １０万円 

⑶地域の課題の解決を図る事業 ３／４以内 ２０万円 

⑷共同で除雪作業を行う目的で除雪機（付属品含む）を購入する事業 ３／４以内 ４０万円 

②自主防災会 

⑸自主防災組織の資機材整備等の

安全なまちづくりに寄与する事業 

自主防災組織設立補助  

３０万円まで 全額 ３０万円 

３０万円を 

超える部分 
２／３以内 ２０万円 

設立後補助 

１０万円まで 全額 １０万円 

１０万円を 

超える部分 
２／３以内 ２０万円 

⑹自主防災組織が地区住民に対して行う防災訓練等の事業 全額 １０万円 

③中山町区長連絡協議会 ⑺一律の自治会保険に加入する事業 全額 
予算で 

定める額 

④中山町「やってみっべ」活動支

援補助金「ジャンプ」の事業完了

後継続して実施する団体で、か

つ町長が適当と認めた団体 

⑻「やってみっべ」活動支援補助金「ジャンプ」の事業完了後継続し

て実施する事業（２年間） 
全額 １０万円 

 ⑼ その他町長が適当と認める事業 ２／３以内 １０万円 

※対象事業⑴～⑶,⑼：用地の取得が必要な事業については、その経費を除く           ※補助額は千円未満端数切捨 

※対象事業⑹：準備のための会議や終了後の反省会等にかかる経費は除く 

 

３．申請方法                                                               

申請を希望される場合は、次の書類を提出してください。 

申請の提出期限は、事業着手の１０日前までとなります。 

対象事業⑴～⑷は、同一年度にそれぞれ１回まで申請可能です。 

 

区分 提出書類 

交付申請 
□補助金交付申請書 □事業計画書 □収支予算書 

□その他必要な書類（見積書の写し等） 

実績報告 
□補助金実績報告書 □事業実績書 □収支決算書 

□その他必要な書類（領収証の写し、写真等） 

 

４．手続きの流れ（白：申請者、網掛け：町）                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．活用事例等                                                        

事業の具体例及び令和４年度の活用事例を紹介します。 

 

実施の主体等 項目 具体例及び令和４年度活用事例 

自治会等に 

よる事業 

具体例 
地区の花壇の整備、地区の側溝の清掃、公共の場へのベンチ設置、地区の夏祭り等、地区の運動会等、地区の課

題解決のための研修会…など 

令和４年度実績 地区公民館施設（屋根等）改修、地区内水路改修、グラウンドゴルフ大会・芋煮会、公園施設の改修…など 

自主防災会に 

よる事業 

具体例 ヘルメット・腕章、発電機・リヤカー、防災保管庫の購入…など 

令和４年度実績 自主防災資機材整備、防災訓練・防災学習会…など 

 

【お問い合わせ先】 

中山町総合政策課 まちづくり推進グループ 

電 話 ０２３－６６２－４２７１ 

ＦＡＸ ０２３－６６２－５１７６ 
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